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診療行為に関連した死亡の調査分析事業 

平成23年度 第４回運営委員会 

 

○開催日時 平成24年３月19日（月） 

      10：00～12：00 

○開催場所 日本外科学会８階会議室 

 

○出席者 

今井  裕（東海大学医学部基盤診療学系画像診断学教

授） 

後   信（日本医療機能評価機構医療事故防止事業部

部長） 

加藤 良夫（南山大学大学院法務研究科教授） 

黒田  誠（藤田保健衛生大学医学部病理診断科教授） 

児玉 安司（三宅坂法律事務所弁護士） 

佐藤 慶太（鶴見大学歯学部法医歯学准教授） 

高本 眞一（三井記念病院院長） 

富野康日己（順天堂大学医学部教授） 

平岩 幸一（福島県立医科大学医学部教授） 

西内  岳（西内・加々美法律事務所弁護士） 

原  義人（青梅市立総合病院院長） 

樋口 範雄（東京大学法学部教授） 

安原 眞人（日本医療薬学会会頭） 

山口  徹（虎の門病院院長） 

（北海道地域）松本博志 札幌医科大学法医学教授 

（新潟 地域）山内春夫 新潟大学法医学教授 

（東京 地域）矢作直樹 東京大学大学院救急医学教授 

（東京 地域）國土典宏 東京大学医学部大学院医学系

研究科教授） 

（愛知 地域）池田 洋 愛知医科大学病理学教授 

（兵庫 地域）長崎 靖 兵庫県医務課監察医務官 

（岡山 地域）清水信義 岡山労災病院院長 

（福岡 地域）居石克夫 国立病院機構福岡東医療セン

ター研究教育部長 

               （敬称略・五十音順） 

 

代表理事 

 高久 史麿（自治医科大学学長） 

オブザーバー 

 厚生労働省 

事務局 

 日本医療安全調査機構中央事務局 

 

○議事内容 

岩壁次長 おはようございます。定刻になりましたので、

ただいまから第４回運営委員会を開催したいと存じます。

本日は連休の狭間、委員の先生方には大変お忙しいなか

ご出席くださいまして、厚く御礼申し上げたいと思いま

す。それでは、まず配布資料のご確認をしたいと思いま

す。 

 まず、議事次第がございます。次に、名簿が付いてお

ります。そして「資料１ 平成23年度第３回運営委員会

議事録」がございます。そして、クリップ留めがしてあ

ります「資料３－１ モデル事業の現況」になっており

ます。「資料２ 平成23年度第５回理事会報告事項」、「資

料４ 遺族・依頼医療機関・評価関係者へのアンケート

実施計画」、「資料４別冊 未定稿 ご遺族・依頼医療機

関・評価関係者に対するアンケートについて」、そして「資

料５ 診療行為に関連した死亡の調査分析モデル事業に

係る評価貢献に対する対応について（案）」、「資料６ 平

成23年度第２回事務局連絡会議（旧：調整看護師会議）

からの提案」となっております。以上ですが、よろしい

でしょうか。 

 そして、大変恐縮ですが、１点だけ先生方にご面倒を

かけますが、「資料３－２ 別冊」というのがありますが、

８ページ目をご覧になっていただきたいと思います。事

務局のほうの不手際で申し訳なかったのですが、いちば

ん上の第６条が第８条にご訂正願いたいと思います。そ

して順繰りに、第７条が第９条になります。そして次の

９ページ目が、第８条が第10条に変更でございます。そ

して第９条が第11条、その下の第10条が第12条、雑則

の第11条が第13条ということで、２条ずつずれていき

ますので、ご訂正をお願いいたします。 

 それでは、ただいまから運営委員会を開催したいと思

います。樋口座長、よろしくお願いいたします。 

 

樋口座長 朝早くからご苦労さまですが、よろしくお願

いいたします。まず、資料１、これは第３回運営委員会

の議事録ですね。何かありましたら、後で事務局のほう

までご意見をいただければと思います。 

 それでは、議事次第にあるように、報告・議題ともい

ろいろ並んでおりますので、早速入りたいと思います。

この間、第５回理事会というのが開かれました。それに

ついて、まず報告事項の第一として、高久先生から説明

をお願いしたいと思います。 

 

高久代表理事 第５回の理事会でいくつかのことが決定

いたしましたので、この運営委員会の先生方にご報告し

たいと思います。 

 まず第一に、理事の増員ということでありますけれど

も、平成24年度は協働型事業をより一層推進するために、

大学病院との協力体制の構築が必要となるので、全国医

学部長病院長会議会長の森山寛先生、慈恵医大の先生で

すけれども、理事としてご参加願いたいということであ
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りました。そして、本人のご内諾を得ております。 

 それから、平成24年度の事業計画と予算案について、

これは事務局のほうから説明していただけますか。 

 

岩壁次長 それでは、座ったままで失礼いたします。事

務局のほうから説明したいと思います。 

 「理事の増員について」の次のページが、事業方針、

そして24年度の事業計画概要となっております。これは、

第３回――前回の運営委員会で皆さんにご審議を頂戴し

まして、ご了承を頂戴したわけですが、そのときとまっ

たく同様でございます。従いまして、説明を割愛させて

いただきたいと存じます。 

 それから予算のほうですが、前回運営委員会でも提案

させていただきましたけれども、予算につきましては最

終的に国庫補助が内定をしましたので、それによって予

算を若干、数字を組み換えたということでございます。

それで、各機構の社員、そして日本医師会、あるいは日

本病院団体協議会からご支援を頂戴するものですから、

負担金の会計と国庫補助の会計の２つに区分しました。

それは、一般会計を各医療会からご援助願う金額、そし

て特別会計を国庫補助の事業を対応とした事業、このよ

うに区分けさせてもらいました。 

 まず一般会計のほうですが、収入の部、負担金 6,000

万円、そして寄付金等収入15万円、合計6,015万円。こ

のようになっております。そして支出のほうですが、機

構管理費としまして、これは国庫補助が該当しない支出

を充当したということでございますが、理事会、社員総

会が49万2,000円、計上しております。会計業務の処理

費、税理士さんにお支払いする額ですが、163 万円。そ

して定款等の改正、あるいは変更等に伴う司法書士の手

数料が30万円、一般社団法人は法人都民税がかかります

ので、その金額が７万2,000円。合計249万4,000円、

それを機構管理費として計上しました。 

 そして、特別会計のほうですが、どうしても国庫補助

だけでは賄いきれませんものですから、2,338 万 7,000

円を特別会計へ繰り出しをする。その残りの金額を、基

金積立金として3,426万9,000円を計上させてもらいま

した。合計6,015万円でございます。 

 一方、特別会計のほうですが、次のページになります

が、国庫補助金が前年より 100 万円増えまして、１億

2,024万 5,000円、増減額 109万円となっております。

繰入金が、先ほどの一般会計からということで、2,338

万7,000円。合計１億4,363万2,000円で、前年対比で

申しますと2,447万7,000円の増と。このようになって

おります。 

 一方、支出の部ですが、人件費を8,616万4,000円、

計上しました。前年対比で2,122万6,000円の増減額。

内訳等につきましては、(1)から(4)に書かれている内容

の通りでございます。 

  なぜこのように増えたかと申しますと、23年度予算に

つきましては、大幅に補助金が減額されました。それに

伴いまして、いろいろ事務局としまして創意工夫した結

果、常勤の職員を非常勤化にしたり、あるいは時間外手

当てを大幅に節約したりというようなことでございます。

今回は、協働型の事業がいよいよ23年からスタートしま

して、後ほどご説明しますが、中央事務局として中央審

査会を開かなければいけない。それに対する対応としま

して、東京地域事務局等に２人の職員を増員させていた

だきました。そのような形の経費と、それから法定福利

費のほうですが、皆さまもご存じの通り、健康保険料が

だいぶ料率が変わりました。それに伴う増という形でご

ざいます。 

  そして、大きな２の事業費ですが、5,746 万 8,000 円

を計上させてもらいました。増減額は3,251万円となっ

ております。これの主な増ですが、(3)の中央事務局及び

東京地域事務局費用としまして、235 万円が増額になっ

ております。これは、昨年やはり補助金の絡みで、パン

フレットが本当は在庫がゼロだったのですが、じつは作

りませんでした。これは広報活動で大変重要な役割を果

たしておりますが、24年度は協働型事業を導入しまして、

新たにリニューアルしていこうということで、パンフレ

ットを作る。 

 また、後ほど高久先生からもご説明がございますが、

企画部会の設置の費用、そして電話代、コピー代等々、

これは自然増でございます。一応、そういうようなこと

で、事業費のほうは増えております。合計で１億 4,363

万2,000円。前年対比で2,447万7,000円の増という形

になっております。 

 そしてもう１ページ、裏のほうですが、国庫補助金並

びに負担金について、「使途区分につきましては、原則的

に次のとおりとする」とし、まず、「１国庫補助」として、

「厚生労働省から示された予算額の範囲内で、経費積算

基礎内訳に準拠した使途とする」となっております。 

 それから、２番目の負担金につきましては、「機構運営

基金の造成」がひとつ、それから２番目としまして、「国

庫補助金がもし万が一中止になった場合に、既に受諾し

た事例等の対応費」。毎年、じつは年度末に事例の積み残

しがございます。皆さんもご承知の通り、説明会が終わ

って初めてこの事例が完結という形になっております。

そういった場合の対応費。それから３番目として、「その

他補助金では充当できない経費」。４としまして、「事業・

運営費等への繰り出し」。一応、このような区分け、整理

をさせてもらいました。事業計画並びに予算につきまし

ては、 以上の通りでございます。 
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高久代表理事 どうもありがとうございました。それで

は次に、理事会の議題として、社員の拡大ということが

あります。お蔭様で23年度は、基幹学会の19学会がす

べて社員に加入することにご賛同いただきました。さら

に24年度につきましては、お手元の資料にあると思いま

すけれども、臨床系の医学会など61学会と、歯科医師系

として日本歯科医学会、さらに薬剤師系として日本医療

薬学会、看護師系として日本看護協会、日本臨床工学技

士学会、日本放射線技師会、日本臨床衛生検査技師会、

日本理学療法士会の４つのコメディカルにも、さらに24

年度に社員として加入していただくようにお願いをする

予定であります。 

 このように広げますのは、じつはこの理事会におきま

して、「モデル事業をいつまで続けていくのだろうか」と

いういろいろな疑問が出されまして、むしろこの機構が

第三者機関として、国庫補助を当然いただきながら、な

るべく速やかに活動を開始するのがよいのではないかと

いうご意見が、かなり強く出まして、そういう意味から

いきましても、日本のコメディカルを含めた医療界全体

の会員の方に、社員となっていただくのがよいのではな

いかということがひとつあります。 

 それから、もうひとつご報告したいのは、運営委員会

の構成の見直しということで、従来、日本内科学会、外

科学会、病理、法医の４つの学会から、運営委員が理事

長と理事のお二人ずつご出席になっておられましたけれ

ども、それを１名ずつの理事として、そのかわりに病院

関係代表から１名、企画部会の代表から１名をそれぞれ

加えて、21名としたいという案が理事会のほうで出され

まして、ご了承を得られました。 

 さらに、企画部会を設置したい。これは運営委員会の

下にある会でありまして、構成員としては、日本医師会、

看護協会、あるいは日本病院団体協議会と、有識者、弁

護士の方、地域代表の代表、中央事務局長以外に、学会

としては日本内科学会、外科学会、病理学会、法医学会

という、さらに厚生労働省からオブザーバーとして来て

いただくということで、14名程度を考えています。 

 それで、主な検討事項は、この後でまた皆さん方のご

意見をいただくことになると思いますけれども、恒常的

な第三者機関のあり方を早く取りまとめてもらいたいと

いうこと。後でまた厚生労働省の方からお話があるかも

しれませんけれども、厚生労働省のほうでも新たに里見

（進）先生が座長になられて検討が始まったということ

でありますから、それと歩調を合わせて、この機構が第

三者機関としてどれだけのことができるかということを、

企画部会で検討していただきたい。それと同じような意

味で、この事業の継続の安定策とか、広報活動というこ

とを検討してもらうために、新たに企画部会をつくって

はどうかということが理事会で図られまして、賛成を得

られております。以上が理事会の報告であります。 

 

樋口座長 ありがとうございました。いま高久先生がお

っしゃってくださったように、この企画部会なるものが

重要な役割で、理事会のみならず、我々のこの運営委員

会でも、いったいこういう事業をどういう形で、営々と

続けていくというだけでは展望は開けないので、何らか

の形を作るために我々が何ができるかということを、も

っとはっきりさせてもらいたいというご意見がずっと出

ているわけですね。これを企画部会という形で作り上げ

て、厚生労働省のほうで、いまおっしゃったようにもう

検討委員会が立ち上げられていますが、それと並んで、

ここではモデル事業をずっと現場でというか、地域でや

ってこられた人もたくさんおられるわけですから、その

経験に照らしてどれだけのものが現実的にできるだろう

か。あるいは、こういうものになったらいいのではない

かという話を、この機構としてまとめて、厚生労働省に

ももちろん提言するような、そういうことをやってみよ

うということですね。 

 いまの報告事項をもう一回まとめますと、そのために

社員の拡大も必要であり、それから運営委員会の構成は、

この社員の拡大等がありますので、新たに企画部会もあ

るので、こういう形で少し中身を見直す。問題は、企画

部会というのを設置して、こういう形で検討を始めてみ

たいということを、理事会で決定しているわけです。そ

れで、この企画部会のあり方については、議題１のとこ

ろでまた議論していただきたいと思いますので、ここま

での範囲で質疑応答、コメントないしご質問を承りたい

と思います。 

 とにかく、私の感触では、この機構が立ち上がったと

きには、４学会＋１。１は日本医学会ですね。そういう

形の社員で始まったのですけれども、その１年の間に高

久先生、その他の方のご尽力によると思いますけれども、

５が 19になっているわけです。19ではなくて、さらに

これで68を足そうというわけですから、今度は87です

ね。そういう形で医療界の結集を示そうというのが社員

の拡大であり、そこで行われるところの事業は、同じよ

うにこの運営委員会で一所懸命やるということになると

思いますけれども、それと関連させて企画部会も立ち上

げようと。そういう流れだと私は理解しておりますけれ

ども、どういうことであれ、この段階でちょっとご意見

を伺いたいと思います。どうぞ、お願いします。 

 

佐藤委員 日本歯科医学会の佐藤でございます。歯科医

師のほうにも目を向けていただきまして、誠にありがと
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うございます。まだ煮詰まっていないというふうに思い

ますけれども、この社員の拡大のなかで、「社員権限の区

別化案」というのがございますね。これを拝見しますと、

基幹学会と、今後、新たに加入する学会等では、権限の

区別化というものを検討するとなっておりますが、だい

たいどういうことを想定されているのかなと。持ち帰り

ますと、必ず聞かれるのではないかと思いますので、も

し何か想定されることがございましたら、お聞かせいた

だけると幸いです。 

 

樋口座長 これは、岩壁さんですか。 

 

岩壁次長 いま佐藤先生のほうからご質問がございまし

たが、機構事務局としてはまだ勉強中で、白紙の状態で

ございます。今後、６月に理事会を開く予定になってお

りますが、それまでにはある程度、案を固めておきたい

と考えております。だいたいいま、これは想定の中にな

ると思いますが、社員と特別社員の２種類ぐらいに区分

けして、そういうことを定款のほうに盛り込んでいく内

容が、いちばん妥当なのかなというふうに思っておりま

すが、では具体的にどういうものを特別社員、あるいは

社員という区別になるかというと、まだそのところは白

紙でございます。以上です。 

 

高久代表理事 私の個人的な意見としては、やっぱり団

体というのは重要なグループですから、もちろん医療学

会もそうですけれども、日本医師会、歯科医師会、医療

薬学会、看護協会というのはかなり中心的な役割を演じ

ていて、学会のなかでは会員数の非常に多い、内科学会、

外科学会とか、そういうかなり重要な学会が中心的な―

どういう形で中心的な形になるのかわかりませんけれど

も、それ以外の学会の方はサポートしていただく。もち

ろん社員になっていただきますけれども。そういうこと

ですから、日本の医療界の全体のイシュー、考えを代表

するとすれば、医療安全というのはやはり医師と歯科医

師と看護師というのは非常に重要な、それから技師会の

ほうも重要な役目をしておりますので、そういうのがか

なり中枢になっていって、周りを取り囲むということを

考えております。 

 

佐藤委員 ありがとうございます。モデル事業の立ち上

げ当時、平成17年の頃に示しました共同声明におきまし

ては、日本医学会、基本領域19学会＋歯科医学会という

形で取り組みをさせていただきましたので、その点、ご

配慮くださいますようお願いいたします。 

 

樋口座長 他には、どんなことでも。 

 

國土委員 いまのに関連ですけど、権限ということの他

に義務という面もあると思います。いま実務では、各学

会から評価委員を出していただいていますが、その依頼

の仕方についてある学会からは、「もう少し検討してほし

い」というご意見もあります。今度、80何学会にもなり

ますと、それをどういうふうに考えるのか。たとえば私

自身で考えると、８学会に入っているわけです。要する

に、学会員がかなり重複しているわけですね。そのなか

でどういうふうに委員を依頼するかとか、そういうこと

も学会数が増加するのであれば是非考える必要が出てく

るかと思いました。 

 

加藤委員 各学会の医療安全への取り組みの状況という

のは、これだけあるのでそうとうバラついているのでは

ないかと思うんですね。そうすると、意識の面でもだい

ぶ違うのかなと。そういう意味で、皆さんに呼びかけて

参加をいただくにあたって、これまでのそれなりの歴史

がありますよね。このモデル事業が開始されるに至る経

過、開始された後の運営のなかで出てきた様々な論点、

それからここにおられる皆さんが中心になって汗をかい

てきた部分と、そうでない関心の薄かった人たちとの間

に、意識のギャップが生じていないかなというのは、少

し心配をしているところです。 

 できれば、そういう各学会の医療安全への取り組みと

か、いろいろな学会の中の理事会とか、それぞれ評議会

とかあるでしょうけれども、そういうところでのこれま

での医療安全についての取り組みなり何なりを、それぞ

れの学会がどうお感じになっているかというのは、ちょ

っと聞いておきたい気持ちは少しあるんですよね。そう

いう意味で、内科学会や外科学会、病理学会、法医学会

等、それから19学会等のなかでは、たぶんそうとう議論

がされてきたのだろうと思いますけれども、できればそ

の61学会、その他の関連するところで、そういうことが

成されることが必要ではないかなという気持ちがござい

ます。若干、そういうところをご存じであれば、たとえ

ば日本歯科医学会などですと、佐藤先生のところだとど

んな取り組みをいままで学会内でしているか、紹介して

いただいたほうがみんながわかりやすいかなという気が

します。 

 

高本委員 基幹学会といえども、基幹学会のなかにも温

度差があるわけですね。ですから、私はこの「区別化」

という言葉が大嫌いなものでね。もっとひどくいえば、

差別化なんていう言葉も使うでしょ。なんでそんなに区

別するんだと。幹事として責任をもってやる立場の人を

選べば、私はいいと思うんですよ。幹事学会を選ぶとい
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うことならいいと思いますが、区別化なんかする必要は

ないと。基本的には、みんな同じですよ。ただ、そのな

かで熱心な人がみんなのまとめ役になるというだけの話

で、この区別化という言葉はよくないですよ。絶対に使

うべきではないと思います。 

 幹事がたくさんいたらまとまりませんから、幹事学会

としていくつかの学会を選ぶというのなら、それは結構

だと思いますね。そういう形でやるべきで、基幹学会の

なかでも温度差がものすごくありますよ。それは、その

学会の体制もそうですけど、学会から選ばれたその委員

の熱心さも違いますのでね。この機構がうまい具合にい

くように、そういう人を選べばいいのではないかと思い

ます。必ずしも、基幹学会だから区別化して上にあげる

とか、そういう形は私は絶対によくないだろうと思いま

す。 

 

高久代表理事 確かに、言葉が悪いですね。これは消し

ましょう。  

 

樋口座長 これは、ありがたいことにですが、こうやっ

て拡大してきたから、こういう問題も発生するだろうと

いうことなんですね。私も、法学部に属しているので私

自身はあまりよく知らないですが、一般社団法人法とい

うのに詳しい人に少し聞いてみました。たとえば、この

組織そのものが、すでにある種の区別化はしているんで

すね。たとえば、内科学会の理事長は当然、理事になる

と定款にもう書いてありますから。だから、ある種のオ

リジナルなところの人たちについては、たとえばそうい

う人たちは理事になるということはもうすでに決まって

いて、だからそれ以上に何かやる必要があるのだろうか

と。 

 それから、あと思い出すままに言いますけれども、一

般社団法人の社員は法人でなければならないかというと、

行政解釈では……。皆さんに聞いてみないとわからない

ですが、すべての医学会が法人になっているものかどう

か。なっていなくても、現在の行政解釈では、法律用語

では「権利能力なき社団」といいますけれども、それで

大丈夫だそうです。ただ、社員になったときには、その

社員総会を開いて、その人に表決権、１票も与えないな

んていうことはできないが、しかし社員のなかで何らか

の区別――区別という言葉がいいかどうかわかりません

が、そういうことを定款で書くことはまったく問題ない

ということです。たとえば、規模であったり、いまの審

査ということもありますし、やっぱり拠出の負担金だっ

て、1,000 万円出しているところもあって、しかし金を

出してるから口を出せて、金を出さないから口を出さな

くていいというのもちょっと、医療安全という考え方か

らしてはどうなのかなと思ったりもしますけれども。 

 いくつかの要素があって、ただ、もちろん全員一致原

則ではやっぱり動かないものだから、どういう形で、こ

の機構自体が大きくなってもちゃんとした形で動き、し

かも少数派の人たちの意見も、ちゃんと取り入れられる

ような組織をつくっていくかというのは、そこに並んで

おられるたとえば弁護士さんなどに少し相談しながら、

ガバナンスの仕方を考えていくというのが、次年度。ま

だ87になっているわけでもなくて、これから呼びかけて

みんなが「はい」「はい」と言ってくれるかどうかもわか

らないものですから、それが相当うまくいってきた段階

で。それは本当は、社員になっていただいてから「あな

たは特別な社員ですよ」とか、「普通の社員ですよ」とい

うのもなんだかという感じはしますが、まあご了解を後

からでもいただきながら、とにかく拡大方針はいろんな

意味でいいことなのではないだろうか。 

 いちばん初めに理事の増員もありましたね。全国医学部

長病院長会議というのは、私はよくわかりませんけれど

も、やっぱりすごい立派な組織で、かつモデル事業を何

らかの形で運営していくためには、全国の大学病院の理

解、協力は絶対に必要なので、そこの会長の方が、ある

いはこの会議のほうで「ぜひとも入れてくれ」とおっし

ゃってくださったのは、非常にありがたいことなので、

そうやってこういう事業に協力してくださるという人が

増えていくことはすごくいいことなので、そこでかえっ

て軋轢が生ずるような組織立てをしないように、気をつ

けてやっていきたいとは思っております。 

 他に、ここまでの報告事項で、どのようなことかあり

ますか。 

 

西内委員 いま座長が言われたように、参加する社員は

みな基本的な権利や義務は同一でなければいけない、と

いうのは当然の前提となる話だと思います。そのなかで、

高本先生もおっしゃったように、団体、機関として意思

決定していかなければいけない訳ですから、そのプロセ

スにおいて民主的な意思決定の手続きを工夫してつくれ

ばよいのではないかなと思います。座長がおっしゃった

ことと同じだと思いますが。 

 

富野委員 この団体を増やしていくということには賛成

ですが、これを61学会に展開していったときに、これま

でのモデル事業で、どの程度の事例がこれらの学会と関

連があったのかという、エビデンスが欲しいと思います。

たとえば、日本血液学会では何例がこういう事例のなか

に入っているのか、オーバーラップでいいですけれども、

何とか学会とか、何とか学会ですね。そうすると、まっ

たくゼロのような学会があった場合に、「なぜに我々は入
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らなければいけないのだ」ということにもつながってい

くかもしれないと思います。ですから、まずそういうエ

ビデンスをきちっと出されて、説明をしてということが

必要ではないでしょうか。 

 

樋口座長 他に、ここまでの報告事項について、ご意見、

コメントがあればお伺いしたいと思いますが。よろしい

ですか。 

 

加藤委員 働きかけるときには、どういうメッセージを

出しながら働きかけていくのかということになりますね。

要するに、モデル事業を進めていく、あるいは発展させ

ていくという、そこに了解を得られたところがたぶん、

結集軸として譲れないところなのではないでしょうか。

「こんなこと、やめよう」という気持ちを持っていると

ころに無理に入っていただく必要はあるのかというのは、

ちょっと私は疑問を持っていますけれども、いかがなも

のでしょうか。 

 

岩壁次長 いま、まさしく加藤先生がお話ししました通

りですが、事務局としましては、68の団体に呼びかけを

する。あくまでもモデル事業のご理解を願いながらとい

うことですが、これはあくまでも任意でございます。強

制権はありませんので、この機構の事業に参画してみよ

うという形で、もちろん高久代表理事名で各学会の理事

長さん、あるいは各団体の代表者の皆さんにお願いする

わけですが、場合によっては私どもが事務局にお伺いし

て説明も必要になってきますが、そのときの前提条件は、

あくまでもこの事業の取り組みに対してご賛同いただけ

るということが前提でございます。従いまして、任意と

いう形の姿勢をとりたいというふうに思っております。

以上です。 

 

樋口座長 これは独り言みたいなものですけれども、私

みたいに単純な人間だと、この調査機構が誕生して、そ

んなにまだたっていないわけですよね。まだ赤ちゃんみ

たいなものだったのが、一時は、お金の面がいちばん大

きかったと思いますけど、風前の灯火みたいになって、

大丈夫なんだろうかと思っていたら、あっと言う間にこ

ういう何だか景気のいい話になって、がんばってやって

みるものだなという感じがしているんですが。だからこ

そ、かえって危ないということもありますよね。こうい

うときにこそ慎重にということがある。それで、厚生労

働省でも第三者機関をつくれるかどうかという検討会を、

もう一回立ち上げたところですから、それをサポートす

るような、あるいは実質化するような話を持って行ける

と、本当にいいかなと思っておりますが。 

 それで、事業の現況について、ちょっとご報告をいた

だいて、それから議事へ移りましょう。 

 

原事務局長 では、事業の現況を私からご説明させてい

ただきます。 

 資料３－１をまずご覧ください。１）ですけれども、

「受付事例及び相談事例の状況」ということで、受付け

た事例のところ、平成22年度と23年度に分けてありま

すが、22年度は33例、23年度は24例です。23年度は、

初めは東日本の大震災があったりいろいろしました。そ

れから、予算の面でも少し心配なことがあったというこ

とで、少し出だしが悪くて、結局24例ということであり

ました。それから、現在、受付後の評価中の事例が 26

あります。受付けに至らなかった事例が２、評価結果報

告書を交付した事例が、カッコ内に52とあります。これ

は内科学会時代の事例も、機構になって平成22年４月以

降に報告書を交付したというのも含めますので、機構以

降の事例より考えて少し多めな数になっておりますけれ

ども、52例ということであります。 

 それから②ですけれども、「死亡時画像診断活用状況」

ということで、平成24年３月13日現在で５例というこ

とになっております。 

 それから、③の「相談事例」ですけれども、昨年の４

月以降ということで整理してありますが、合計で26例。

結局、調査分析に至らなかったということで、いちばん

上に書いてありますように、解剖承諾が得られなかった

というのが７例、それから司法解剖あるいは行政解剖に

なったのが４例、病理解剖になったのが４例、モデル事

業の対象外だったというのが９例ということで、合計26

例ということになっております。 

 それでは次に、資料３－２「協働型 調査分析モデル

の実施状況」です。３月19日現在で、６例の事例が協働

型で動いております。第６例はまだ解剖調査が終わった

ところという段階でありますけれども、６例ということ

であります。 

 それから、「２）現時点までの課題と対応状況」です。

まず①「申請時の説明について」ということで、医療機

関への周知もまだ十分でございませんので、事例発生時

に医療機関から遺族への説明がなかなか難しかったとい

うことがありました。そういうことで、直接ご遺族に機

構からご説明したり、今後、遺族向けの協働型の事業説

明のパンフレットを作成しようというふうに考えており

ます。 

 それから、②「解剖時の立会医について」ということ

で、各事例１名ずつ行っていただいているわけですけれ

ども、解剖の立会医から、「解剖時に関連診療科臨床医の

意見を参考にしたい」というような要望が複数、出てお
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ります。それはその都度、その病院の専門で、直接事例

に関連のなかった先生にお願いしたということがあった

ようです。けれども、それから、非常に特殊な例かもし

れませんが、薬剤の血中濃度の特殊検査が必要な事例が

あったようで、法医の関与が必要だということがあった

ようです。 

 対応は、ここに書いてありますように、臨床医に関し

ては事例に直接関係ない医療機関の医師に立会いを求め

たと。それから、立会いに入る臨床医については、機構

から派遣された解剖立会医の判断で、遺族に説明をした

上で解剖に入る方向で調整したということでありました。 

 それから、③「解剖結果報告書の検討について」とい

うことです。解剖結果検討については当初、依頼医療機

関のＣＰＣ（臨床病理検討会）の利用を考えていました

けれども、病院によってＣＰＣの開催方法が異なって、

教育機関の使命としての公開型ＣＰＣを実施している病

院などもありまして、統一的な実施はなかなか難しいと

いうことでありました。そういうことで、解剖結果報告

書を検討する場として、標準的な出席者や資料準備等の

基本ガイドラインを設定して、その他の事項は依頼医療

機関事務局と機構事務局との相談の上で、実施していく

ということにしたいと思います。 

 それから、④「死亡時の画像診断（Ａｉ）にいて」で

すけれども、死亡時画像診断を申請前に撮影している医

療機関もありました。死因の検討に役立ったので、可能

であれば撮影しておくことをお勧めしてはどうかという

ことであります。死亡画像の撮影が可能な医療機関は申

請前に撮影し、院内の放射線科に可能な範囲で読影して

もらうようにすすめていきたいと思っております。 

 それから、⑤「遺族との連絡について」。病院から遺族

への調査の進捗状況の連絡については、医療機関によっ

て、また遺族との関係性によってそれぞれ医療機関の考

え方が異なっていたと。対応としては、遺族への連絡等

の関与が、病院と遺族の対話の阻害にならないように配

慮しながら、事例ごとに依頼医療機関と相談しながら対

応していくということにしました。 

 それから、⑥の「外部委員の選定について」ですけれ

ども、協働調査委員会外部委員の選定について、近隣で

はなく、依頼医療機関の県外にある医療機関からの推薦

が好ましいという意見が出されております。それに関し

ましては、東京以外の地域においては、外部委員の専門

医２名のうち１名は県外から推薦するということを、今

後は検討していきたいというふうに考えております。 

 ⑦の「委員会の議事録について」。病院により議事録の

とり方が異なります。逐語録は後から第三者が見て誤解

を招く恐れがある。一方、報告書作成のためにある程度

の詳細な検討記録が欲しいということで、議事録は機構

のひな型に沿って作成していただくことにするのですけ

れども、一方、報告書作成の補助として、詳細な議事メ

モ（逐語）を作成して、その議事メモは調査委員会終了

後には破棄するということにしたいと思います。 

 それから、⑧の「報告書の執筆について」。報告書の執

筆については、運用案では「協働調査委員会において委

員が分担し執筆する」ということになっていましたが、

外部委員は執筆が難しいという意見が多いと。専門的な

部分は専門医でないと執筆は難しいので、内部委員だけ

では執筆は困難であるという意見の病院もありました。

自らすすんで根本原因分析や報告書の草案を作成し、第

１回調査委員会に臨む医療機関もあって、医療機関によ

って非常に対応が多様でありました。そういうことで、

対応としては、原則は分担執筆であるけれども、委員会

の討議を踏まえて依頼医療機関は報告書の草案を作成し

て、場合によっては専門的な部分の原案を外部委員に執

筆依頼するという方向で、これから調整していきたいと

考えております。これが協働型についてであります。 

 それから、資料３－３であります。「平成23年度人材

育成『調査解剖』研修」についてであります。この機構

としても、研修というのにかなり力を置くつもりであり

まして、この調査解剖についての研修もそうであります。

まず１番の目的ですけれども、そこに書いてある通り、

調査解剖体制の充実を目的として、研修を行いました。

２番目に開催日ですけれども、今年の２月28日に行いま

した。東大の深山（正久）先生方の大きなご協力で、東

大を使わせていただいて、出席者は31名でありました。

そこに内訳と地域別が書いてあります。 

 内容ですけれども、厚生労働省の宮本（哲也）室長に

ご挨拶いただいた後、そこに書いてあるような内容で、

広くこの調査解剖ということに関して研修を受けたとい

うことであります。その出席者のアンケートの結果は、

後ろのページに書いてあります。今後もこういうような

研修は続けていきたいと考えております。 

 それから次は、資料３－２別冊というものですけれど

も、「協働型 各種資料 修正点」ということで、協働型

は実際いま６例やってきたわけですけれども、その過程

でいくつか修正が必要なところが出てきたということで、

ここでお知らせしたいと思います。 

 まず１）ですけれども、「診療行為に関連した死亡の調

査分析モデル事業『協働型』について」という文章のな

かで、２ページ目のところ、修正後に、「その他特に付言

すべきことがら」と、死亡診断書のその欄に、「診療行為

に関連した死亡の調査分析モデル事業に依頼」というこ

とをしっかりと明記していただくことを追加しました。

いままで、運用案のなかにはこういう文面はありました

けれども、依頼医療機関に対する説明書のなかにはそれ
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が入っていなかったので、これを追加したということで

あります。 

 それから２）ですけれども、「協働型に係る経費」とい

うことで、５ページの協働型に係る経費というところに、

解剖結果報告書確認謝金、それから説明会謝金、それぞ

れ他と並べるということで、金額が変更されたというこ

とであります。後ろのほうにそれがずっと書いてありま

す。 

 それから、３）は「協働調査委員会 設置規程」が改

定されたものが付いております。それから４）、「中央審

査委員会 設置規程」、５）、「協働調査報告会 設置規程」

というのも新しく作っております。これをご覧いただい

て、もし何かありましたら、後ほどでも結構ですから事

務局のほうにご連絡いただけると幸いです。 

 

樋口座長 それでは、この事業の現況についてのご説明

について、コメントないし質問をいただきたいと思いま

すが、いかがですか。……よろしいですか。また後で何

か気が付かれたことがあったら、どうぞ遠慮なくお手を

お挙げください。 

 それでは、議題１に行きたいと思いますが、これは資

料２の最後のページのところを見ながらということにし

たいと思いますが、企画部会というのを設置して、この

機構が第三者機関としての役割を果たせるかどうか。あ

るいは、どういう形で第三者機関というのを恒常化して

いくのがいいかということを中心にしながら、その企画

部会で何らかの案をまとめてもらおうということであり

ます。これについて、是非ともご意見を伺いたいと思い

ます。 

 

高久代表理事 私のひとつの意見ですけれども、企画部

会長を、厚生労働省の今度、委員会ができますね。東北

大学の里見先生が部会長に併任というのは、かえって難

しいですかね。 

 

樋口座長 里見先生は、厚生労働省のほうが、学長にな

られた関係で降りられまして、山本和彦さんという法学

者がやっておられますね。 

 

高久代表理事 そうでしたか。そうすると、ちょっと難

しいですね。 

 

樋口座長 まあ、これは誰が司会をやるのかというのは、

書いてないわけですけれども（笑）。 

 

高久代表理事 そこがいちばんキーポイントですね。 

 

加藤委員 企画部会と厚生労働省の検討会、あるいは検

討部会というものとの関係性ですね。メンバー的には、

この企画部会を設置するというプランを考えられた人は、

若干、重なるようなイメージで考えるのか、まるで違う

イメージでのメンバー構成を考えるのか。いま高久先生

は、里見先生が兼ねていくようなイメージをお持ちにな

ったのだけれども、要するに厚生労働省のほうの検討部

会の進み具合というのが、これから３月に入りまして、

日程が４月以降、かなりピッチを上げてやっていこうと

していますね。そういうなかで、メンバー構成をどうい

うふうに考えてご提案になっているのか、少し聞かせて

いただけますか。 

 

樋口座長 私、最近、朝起きるときにいろんなことを思

いつくんですね。今朝、この会議があるということがわ

かっていたので思いついたのは、これ14名程度になって

いますね。なかなかワーキンググループというのは、14

名でも本当は多いぐらいですよね。それから、実際にこ

のなかにお願いしたときに、たとえば 14 名程度だから

15 かもしれないし 13 かもしれませんが、とにかく全員

で集まれるかというと、きょうだってこれだけの方が集

まって来られただけでも本当にありがたい。しかし、欠

席の方だってもちろんいらっしゃいますよね。そうする

と、どういう形でこれは実際に動けるだろうかというの

がひとつ。ちょっと加藤さんの話とずらしているようで、

でもそっちへ戻りますからね。時々、話が戻らなくなる

ことが最近あって（笑）。そうしたら、加藤さんが注意し

てくださればいいんですけれども。 

 だから、こうやってだんだん拡大してきたので、それ

に関連する団体の代表の方も入っていただかないとしよ

うがないのだけれども、厚生労働省の検討会というのに

私たまたま入らせていただいているんですが、私の感想

なのでバイアスがありますからあれですけれども、本当

に偉い人たちばかりなんですね。ここにいるのが偉くな

いという意味ではないですよ（笑）。この前、原さんがモ

デル事業について説明をしに行って、そうとうの時間、

丁寧に説明をしてくださったんですけれども、それが第

１回目だったんですよね。これから第２回目が開かれる

のだろうと思いますが、モデル事業を現場で見ていた人、

見た経験のある人、調査報告書に関与したことがある人

というのは、いらっしゃるんですかね。 

 

原事務局長 山口先生だけですね。 

 

樋口座長 山口さんだけですか。つまり、厚生労働省の

ところでは偉い先生が、高見からというとちょっといか

んけれども、そういう議論をしている。その上にはまた
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無過失補償の委員会があって、それのサブという形にな

っているわけですから、やっぱり考えるところがもっと

広いといえば広いわけですよね。 

 そうすると、自ずからこちらでつくる企画部会で検討

するのは、もう少し焦点が定まって、かつ私の気持ちと

しては、ここでひとつ地域代表の代表という形になって

るでしょ。地域代表の代表ということは、代表が10人い

るわけはないから、やっぱりたぶんお一人ぐらいという

話になるので。この地域、現場で、あるいはこのなかだ

ってさっき國土先生がおっしゃったように、外科学会の

先生だったり内科学会の先生だったり、それで地域代表

も兼ねていたりする。法医学会であれね。だから、そう

いう形で実際のモデル事業を見て来られた人が、一人だ

けではなくてもっと入って来られると私は思いますけれ

ども。これは、私のきょうの朝の思いつきですけれども

ね。 

 企画部会は、何であれ、何度かやらないといかんです

よね。きっと、そう簡単にまとまるものではなくて。重

要なポイントは、この前できてた大綱案とは何らかの、

それこそ区別化はしないとだめでしょう。私などは、あ

のままでいいと本当は思っていますけれども、それで通

るんだったら世の中うんと簡単なことで、やっぱり何ら

かの問題があってということであれば、それにもこうい

う形で対処しましたよという形で修正を加えながら。そ

れから、やっぱりこの新しい調査機構になって、件数が

100件、200件やってるわけでもないですよね。そういう

話のなかで、とりあえずどういう第三者機関がつくれる

だろうか。その後、また拡大していくのは別の話として。 

 そういうことを考えてくださるのは、やっぱりこの運

営委員会に来てくださっている人たちだと思うんですよ。

それで、これ企画部会というのは立ち上げますが、事務

局のほうでは全員のメールアドレスは知っているので、

企画部会があった後、この運営委員会の委員には全員、

これはオブザーバーといってもいいわけで、なんでもい

いですけれども、「きょうはこういう会議でこういう議論

がありました」というのを集約したものを、とにかく全

員にここのなかにはメールで送っておく。それで、何ら

かの形でご意見もいただく。この会議自体には出席して

くださらないとしても、その意見が、実際の声が反映す

るような形で、事務局には一層大変なことになると思い

ますけれども、それから企画部会が、そもそもこんなに

多いとすぐ動くのかとか、いろいろな意見があってとい

う話になると思いますけれども、それをここの運営委員

会でサポートしていただかないと、これはいかんのでは

ないかと。 

 そういうものを我々がまとめて、厚生労働省のほうへ

意見具申するというか、時々刻々報告も、それはいいと

思うんですけどね。だいたい、オブザーバーで宮本さん

か誰かがやって来てくれるんでしょ、たぶん（笑）。そう

いうことですよね。だから、別に敵対する必要はないの

でね。ただ、向こうでいろんな意見が戦わされるのとは

違うものが、ここからは出てくる。それも、向こうにも

取り入れられればいちばんいいし、何であれこちらの形

としてひとつ成案をつくって、「これでやったらどうです

か」といって、厚生労働省だけでなくて世に問うという

のかな。社会に問うてみたいという気がするんですけれ

ども。加藤さんのご質問に、勝手に答えたような形にな

ってしまいましたけれども。 

 

高久代表理事 「運営委員会のもとに」という表現にな

っていますから、当然。 

 

樋口座長 そうですね。企画部会を設置するのはね。 

 

高本委員 各学会の代表となっていますけれども、やっ

ぱりこれは、このモデル事業に深く係わった人でないと

わからないと思うんですよ。必ずしも僕は、ぜんぶ代表

が一人ひとり出てくる必要はないのではないかと。その

後、運営委員会に持って来て、ここでまた議論すれば、

これは皆さんの代表としての意見を取り入れれるわけで

すから。最初のこの案を何か作りたいというわけでしょ。

まだ最終案ではないわけですから、議論するための最初

の案を作るというわけですから、また全部の代表という、

あまねく拾うことはないのではないかと思います。 

 

黒田委員 病理学会の黒田ですが、これはもう理事会で

決定されたことですね。 

 

樋口座長 そうですね。報告事項ではあるんだけれども。 

 

高久代表理事 一応、理事会で、やりましょうというこ

とになりました。 

 

黒田委員 そうすると、この企画部会に14名程度、ここ

に書いてあるところの学会に委員の選出を、これからお

願いするわけですか。 

 

高久代表理事 この構成員については、理事会ではまだ

詳しく議論はしておりません。企画部会をつくるという

ことを主に決めたわけです。 

 

黒田委員 学会に投げられると、その学会の中の状況に

よってずいぶん違うと思いますが、原則として特定の方

になってしまう可能性が高いと思います。そうすると、
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ここははっきりしておいてほしいんですが、運営委員以

外でこの企画部会の委員をつくるのか、高本先生がさっ

きおっしゃいましたが、やっぱり内容をよくわかってい

る方に限定するのか、そこらへんのところはある程度は

っきりしていただかないといけないですね。 

 

高久代表理事 そうですね。 

 

黒田委員 そうすると、頻繁にやるとなると東京以外の

方は非常に難しいということになります。要するに、以

前にワーキングの部会を作っていましたが、ああいう感

じで進めていくことになると当然、学会としても集まり

やすいから在京の方を選ばなければいけないのですが、

そこらへんのスタンスをある程度はっきりしてから学会

に投げないと、なかなか学会でもまとまらないのではな

いかと思うんですよね。 

 病理学会は、理事選挙で首脳陣がぜんぶ変わったわけ

ですが、そこら辺のﾌｯﾄﾜｰｸについては、充分に考えてお

伝えいただきたいと思います。 

 そこは高本先生がおっしゃった、内容をちゃんと把握

されている、いままでの経緯もわかってる方が出てこな

いと、とんちんかんな議論が出てきてということになる

と困ると思うので、そこのスタンスだけ、少なくとも人

選をするに当たっての基本的なスタンスというのは、あ

る程度はっきりしておいて下さい。 

 

加藤委員 検討事項のなかの、１からその他までありま

すけれども、いちばん肝心要が１ですよ。それで、恒常

的な第三者機関のあり方というものを、どういうふうに

イメージし、どういうふうに作り上げるのかと。これ自

体にいろんな論点が絡んでいまして、大変ですけれども、

それをいわば運営委員会のもとに、運営委員が主になっ

て構成される部会なのかという問題もあるし、厚生労働

省のいまの検討部会とか、そういうものとの関連をどう

するのかという問題もあるしで、いろいろとありますが、

もうひとつ複雑にして申し訳ないですけれども、たとえ

ば10の地域でいま行われている、それぞれがそれぞれの

現場感覚からみて、恒常的な第三者機関のあり方ってど

ういうものなんだろうかということを、たとえば愛知な

ら愛知で黒田先生とか私とか、池田先生とかが寄り集ま

って、ディスカッションをしてひとつのアイデアを出し

ていく。そういうもので東京は東京でもやれると思いま

すし、いくつかやれる限りやっていただいて、いろんな

意見を戦わせるというのもひとつのアイデアですよね。 

 だから、この検討事項のなかの１以外の２、３、４は、

そう大して……と言ってはいけないけども、（１）とその

他とはだいぶ違う話ではないかと。そんな気がしていて、

理事会では、企画部会の狙いは「安定した事業継続のた

めの基盤強化等について」というのが何となく前面に出

てきたけれども、そのもともとのところ、第三者機関の

あり方をどうするのかというところも、理事会では強い

問題意識としてあったのかどうかというのは、ちょっと

知りたい感じはしましたけれども。 

 

高久代表理事 厚生労働省の委員会のなかで山口先生お

一人だとすれば、山口先生にはどうしても入っていただ

いて。少なくとも一人は、両方入ったほうがいいと僕は

思うのですが。そうでないと、向こう側の意向がわから

ないと。私は、樋口先生がおっしゃったように、大綱案

の一部を変えればうまくいったと思ったんです。 

 そして、その時にはこの機構はありませんでしたから、

第三者機関としても海の物とも山の物ともつかなかった

のが、この機構がありますし、それから前の大綱案があ

るわけですから、それと院内事故調査委員会ということ

をうまくつなぎ合わせるといいのではないかなと思うの

と、いまの厚生労働省の委員のなかに入っている方で、

現場のことをご存じな山口先生はどうしても入っていた

だきたい。委員長であるとはあえて申しませんけれども

（笑）。やっぱり、パイプがつながらないのではないかと。

いかがですかね。 

 

樋口座長 山口先生、どうぞ。 

 

山口委員 厚生労働省の委員会に出て、もう一度話は最

初の出だしのところに戻ってしまっているんですね。た

だ、皆さんの認識として、第三者機関があって、何か持

って行けばそこでそれなりに公正な立場でやってくれる

ものが必要だということに関しては、何ら異論はないと

思いますが、それが全体のなかで、たとえば院内の事故

調査委員会とどういう位置関係にするかという、そのも

う一歩大きな青写真から話が戻っているように思います。

そうすると、もういっぺん話をぜんぶ元へ戻すのはどう

かとは思いますけれども、しかしそういう議論をされて

いる先生方と、実際に現場で何が今度はできて、たとえ

ばそれが全国的な制度としてなった場合に何が問題でと

いうところの認識とは、そうとう距離があると思うんで

すね。 

 その意味でいうと、むしろ上から青写真を考えている

とすれば、下から第三者機関として、いまやっている事

業はそのままやっていくとした場合に、この第三者機関

としての、全国の第三者機関になる場合の問題点が何で、

どこまでが可能で、どういうところに問題があって、そ

れは制度上もしあるとすれば、少なくとも第三者機関の

あり方としては、このへんの要件は最低なければいけな
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いというところを、むしろここからまとめて、第三者機

関を実際に行っている組織として上へ話を上げていくと

いうところで、上の青写真とどういう折り合いをつける

かというのが、この企画部会の位置付けではないかと思

います。 

そういう意味で、この新しい企画部会で検討して欲しい

点は、いまのやり方で問題点がどうあるかという話と、

それが全国的な、あるいは継続的な制度としての組織と

してなった場合の、どこまで可能でどうだという話も含

めて、そこの立場から積極的に青写真に向かって意見を

出していくと。むしろそうしないと、厚生労働省の議論

は必ずしも現場を解っていてやられているわけではない

と思いますので、ここの意見を向こうのスピードとかな

り合わせてまとめていかないと、遅れていたのではまず

いと思います。従ってこの部会には、各学会から現状が

よくわかっている先生方にご参加いただいてやるのがよ

ろしいかと思いますけれども。 

 

平岩委員 スピードというお話がいま山口先生から出ま

したけれども、厚生労働省のほうのスピード感の問題で

すけれども、検討部会というのはだいたいいつ頃を目処

にとか、何かございますか。もしあれば、こちらの企画

部会もいつまでに何をという話に、次にはなっていきま

すよね。ですから、ちょっと聞いておきたいんですけれ

ども、いかがなものでしょうか。 

 

厚生労働省 なるべく早いほうがありがたいというのは

もちろんあるわけですけれども、一方で、「いつまでに」

というふうに言うだけでも、まとまっていくきっかけを

失ってしまいがちなリスクすらもあると思っていまして、

あまり「いつまで」というふうには申し上げていないと

いうのが実状です。なかなか難しいと思っています。 

 

高本委員 それがもし提案が出れば、その方向で厚生労

働省は動きますと。 

 

厚生労働省 あの会議のなかで、もし一定の合意が得ら

れるとすれば、それはかなり幅広いコンセンサスに近い

ものと思いますので、ひとつそれを踏まえて進めていき

たいというふうには思いますが、ただ一方で、いまお話

しいただいているように、実施のところですね。そこの

ところで十分、実施が可能なのかどうかということは、

常に問われるというふうには思います。そことすり合わ

せていくことは、課題だというふうに思っています。 

 

居石委員 地域の人間のほうからというのは、ちょっと

視点がずれますけれども、あえて一言申させていただき

たいと思いますのは、いま話題になっている、いつごろ

までにということについては、もう７年たっているわけ

でございますから。５年たって、プラス１年、１年と。

いつ頃までにというのは、確かに大変無理なお願いでは

ありますけれども、やっぱりチラチラと耳に入るそれに、

消費者庁のお話が入ってきたり等々いたしますと、山口

先生がおっしゃったように、あまりにも次元が戻り過ぎ

ているのか、次元がちょっとずれています、といったよ

うなことすらまで感じます。 

 そういう意味では、いままでに何人かの先生におっし

ゃっていただきましたが、ここに書いていただいていま

す「運営委員会のもとにこの委員会を」という趣旨を、

早々に立ち上げていただいて、可能ならばやっぱりリー

ドしていただくぐらいに、根幹に係わるご議論をいただ

いて進めていただきたいというふうに思っています。 

 最初に立ち上っての議論というのも、検討部会もそれ

で極めて大切だと思いますが、そこにここからの発信も

しっかりとしていただければ、ありがたいというふうな

現場の人間の感想でございます。 

 

樋口座長 この前の理事会でも、きょうはご欠席ですが、

里見先生はいらっしゃってくださって、まず口火を切っ

て、「とにかくこういうものを立ち上げて早くやりましょ

う」と。それで、高久先生もそれに応じて、とにかく早

く何らかの成案をつくって、とにかく投げてみると。そ

ういう形でこの機構も大きな、あるいは小さなかわかり

ませんが、一定の役割を果たそうではないかと。早くと

いう感じは、普通に私の感じでは年内ぐらいの感じ、い

ちばん遅くてそんな感じですよね。半年のなかで何とか

ここで骨子をまとめてもらって、こういうのをとにかく

医療のところでも作ったらいいじゃないかと。そういう

話を作り上げようと。それで、もちろん運営委員会にも

また持って来ますが、そういう感じかと思っていますけ

れども。 

 

高久代表理事 それから、いままでの７年間の経験から

して、おそらくこの機構が第三者機関としての役割を果

たすためには、当然、全国的なものでなければ、もうモ

デルではあり得ないわけですね。そうすると、どれぐら

いの場所に必要であって、どれぐらいの予算が必要かと

いうことを、やっぱり出す必要があると思うんです。そ

うでないと、全国的な規模になった場合に、いくら学会

があり、医師会、看護協会が入っても、基本的には国か

ら出してもらわないと、我々だけでは支え切れるはずが

ありませんからね。そこら付近のことは、企画部会で早

急に数字を出したほうが私はいいのではないかと思うん

です。予算の関係もあると思いますので。 
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高本委員 しかし、予算ももちろんそうですが、本体を

どうするかが議論なわけでしょ。それで私、厚労科研を

今年度と来年度もらいまして、児玉先生と山口先生とか、

このなかにもたくさんいただいたんですけれども。もち

ろん樋口先生もいただいたんですが、いちばん大きい問

題は、警察との関係だろうと思うんです。前の安全調査

委員会が潰れたのも、そこの問題で潰れたわけですね。

救急と麻酔学会が反対したとか、医学会が割れたという

印象を与えて、それで国会議員も動けなくなって、その

うち自民党が倒れたということなんですね。 

 やはりこれに関して、完全な犯罪は警察がいくべきだ

と思いますが、わからないというものも、私はこれでや

らなければいかんのではないかと。そのかわりいまの問

題は、いまの医療審議会がそれに対応できないような状

態ですから、医療審議会を医療関連死に関してちゃんと

教育的な処分が独自にできるような形に強化というか、

新しくつくらないといかんだろうと。そういうふうなこ

とで、いま調査研究ということで、欧米のシステムを研

究したり、そのためにはどうしたらいいかということを

研究して、来年の末にはぜんぶ報告書を出す予定ではお

りますが。ひとつ問題点は、私はいちばん大きな問題点

はその点だろうと思うんですね。 

 

児玉委員 構造的な第三者機関のあり方ということで、

もう何年も議論をしてきたんですが、私は３層か４層ぐ

らい、レベルの違う問題があるのだろうと思っています。

まとまりやすく、たぶんもう実践のなかで結論がかなり

得られていると思われるのは、いちばん小さいレベルの、

現場の事故調査にどうやって公平性と第三者性を与えて

いくかという、現場の実践の問題。これについては、だ

んだん異論がなくなってきているような感じがしており

ます。 

 それよりもうちょっと中くらいの、要するに厚生労働

省の枠のなかでやれるレベルのことがあって、たとえば

医師法とか医療法とか、あるいはそういう医療安全の取

り組みを健康保険のなかでどう見るかも含めた、医師法、

医療法、健康保険法などの、厚生労働省の枠のなかでど

んなふうにそれを位置づけていくかと。それが法律改正

まで必要なものや、予算措置が大きく必要なものまで持

っていくのか、施行規則レベルの中くらいのなかでも、

またちょっとまとめやすいところのレベルで話し合いを

していくのか。これは中くらいのレベル。 

 いちばん大きいレベルは、刑法改正、刑事訴訟法改正

というような、100 年河清を待つような課題がありまし

て。個人的には、この部会というのが設置されたときに、

検討事項の１について、いちばん小さいレベルのところ

の成案、現場の事故調査に公平性と第三者性をいかに与

え、どのような実践が行われ、どのような未来を展望す

るかというところを、きちんとおまとめいただくところ

が先決と思っていて、中くらいの問題の大きいほうや、

さらに大きい問題に取り組んでいくと、おそらくまた何

年も状況の変化を待つようなことになりはしないかとい

う、危惧を一方で持ちつつ、またひょっとしたら大きな

問題もいっぺんにという、大きなつづらがチラチラして、

そんな期待も持ったりもしますが。でもやっぱり、この

モデル事業の実践から、いちばん小さな問題を確実に足

場を固めていく局面のような、個人的には印象を持って

おります。 

 

樋口座長 他に、いかがですか。いつまでという問題も

ありますけれども、一応、ここできょう議論をして、い

つからというのもありますよね。原さん、どのくらいの

感じを持っておられます？ 原さんに聞くのも変かな。 

 

原事務局長 ４月中にはもちろん委員の方々をしっかり

と決定して、４月の終わりか、あるいは連休明けでしょ

うかね。５月のはじめか中旬までには、第１回目を開き

たいというふうに思っています。先ほどお話があったよ

うに、やはり半年、あるいは年内というところを、一応

の期限と考えておりましたけれども。 

 

樋口座長 いまの児玉さんのお話に乗っかると、やっぱ

りどこまでの案をつくるかという話はありますよね。予

算のことまでぜんぶ企画部会でやれるかどうかという、

しかしそういうのがないと本当は現実的な話ではない。

「このぐらいのお金はかかりますよ」という話も含めて、

それからさらに、いちばん大きい刑事司法との関係をど

ういうふうにまとめておくかとかですね。 

 だから、これでも、恒常的な第三者機関というもので、

とりあえず何をポイントとして、どこまでのということ

をもう少し。これは事務局等で、「まずいちばん初めに、

これとこれとこれだけはここではっきりさせましょう」

ということはやっておいて、その上で議論を始めるとい

う形でないと、いざ始まってそれぞれの思いでやると、

それはみんな関係あるねという話になると、ちょっとあ

れですよね。 

 それから、そのポイントさえ３点か5点かあれば、さ

っき加藤さんがおっしゃってくださったように、必ず第

１回が始まるまでにということでなくてもいいから、「各

地域代表のほうでは、それぞれのポイントについてどう

お考えですか」ということも、聞こうと思えば聞けるよ

うな感じになるかもしれませんよね。第１回まででなく

ていいと思いますけどね。あまり時間が切羽詰まってい



 13 

るような感じではないので。そういうのを、きょうはぼ

やっとした形でここでは出していますけれども、少し焦

点を定めてですね。 

 

清水委員 私、いつも発言のときはこのことばかり言う

んですけど、全国展開できなかったものを法制化もでき

ないし、それから全国の法のもとで平等に扱われるとい

うことはできないので、全国展開することがいちばんの

やっぱり目的ではないかと。そうすると、どれぐらいの

規模でどういう組織でどういう予算でという、いろんな

派生する問題が出てくると思うのですが。モデル事業を

いま160数例ですが、これが200例になろうと、同じよ

うな事例が積み重なっても、そんなに大きな意味がない

んですね。「うちでやった事例が、前見たらこんなところ

でもやってたな」という程度になってきてますね。です

から、これは各地域でできる事業にしないと、法制化は

とうてい及ばないし、その目先が見えないと、この事例

の積み重ねだけを 200 例、300 例という話ではないんで

しょうかね。と、いつも思っているんですが。 

 

松本委員 私も地域代表をしている関係で思いますのは、

さっき半年ぐらいかけてとおっしゃいましたけれども、

これはやっぱり６月ぐらいが限度じゃないかと思うんで

すね。というのは、次年度、また同じことをずっと繰り

返していくのかというと、いまモデル地域、各地域でや

っていますけれども、「それは御免被るよ」というのもあ

ると思うんですね。それは、地域のところで各病院方も

そういうふうに思っている。「それをやって何になるんで

すか」ということになると思うんですよね。 

 そうしたら、こういう機構をつくってますが、全国展

開できない。もし本当に全国展開するならば、たとえば

この県だったらどういう点が問題なのか。たとえばこの

前、宮崎県で、業務上過失致死で立件して起訴したとい

う話がありましたけれども、そうするとこの地域では、

そういうことを積極的にやっている地域だと。北海道な

どでも、警察はひとつですけれども、たとえば検察関係

は分かれるんですね。そうすると、来たときの検察官と

か支部長の意見によっては、これはもう立件するという

ふうになっているのがありますので。 

 ですから、そういうところの違いも把握しないといけ

ませんし、それから現実、モデル地域でやっていて、現

行法制下で仮にうまくいってるとしたら、その法律を法

案化して第三者機関が必要かというと、逆にそれは必要

ではないというふうに思われてしまうところもあるんで

すね。だから、そういったところも現実的に早めに整理

をして、６月ぐらいまでに出さないと、次年度たとえば

厚生労働省が概算請求の案をつくるのに間に合わないと

思います。 

 だから、これをゆっくりとやっていって、そうしたら

来年、ここにいる先生方が「もういいですよ。モデル地

域、別の地域でやってください」ということもあり得る

と思います。そういう点も考えて、先ほど山口先生がお

っしゃいましたけれども、１番の恒常的な第三者機関の

あり方というのを、高いところから見るのではなくて、

現実的にモデル地域をやってきたなかで、現行法制下で

可能なところ、ここは変えないといけない部分がある、

というところをまず出すということ。それから、モデル

地域外のところでは、どういう問題が起こっているとい

うことを出す。ということは大事だと思いますね。 

 富野先生がさっきおっしゃっていましたけれども、や

はりエビデンス、このモデル事業というか、この機構か

ら出てくる実際にやってきたなかでは、どういった結果

が出て、どういう状況にあるのかということ、これを展

開する意味があるのかないか。ということを含めてやら

ないといけないのではないかと思います。 

 さっきの院内調査委員会の件でも、昨年度ワーキング

で話をしまして、ようやく今年度、動いていますけれど

も、それはどこまで問題点があるのかというものを出し

てきて、やっぱり第三者機関でないといけない。あるい

は、ある程度こういう事例であれば院内で任せられると

いうことも、線引きをしていかないといけないと。仮に

少なかったとしても。と思います。 

 

山内委員 新潟の山内ですが、いまの松本先生の意見で

すけれども、逆に、これから６月でできるかというと、

ちょっとそれが難しい面はひとつあると思うんです。た

だ、年度予算というのは当然、考えなければだめなんで

すが。 

 ひとつは５年間やって、この機構ができて２年間の延

長というところまでは、今回の３月ですけれども、この

次のところのある程度、年数を、目標を出していただい

て、少なくともこの形で何年間ということで、３年か５

年になると思うんですけれども、そのくらいで目標があ

ると、ちょっと長期展望が立つんですけれども。これが

いつ終わるかわからないと、やってるけれども終わりが

突然くるかもしれないという部分が多少、地域にいると

感じられますので、そのへん少し考えていただきたいと

いうこと。 

 それから、いまうちのほうはちょっと事例が来ないん

ですけれども、ひとつにはこれがあるから、司法解剖に

回るような例が来た場合に、かなりの部分、話し合って

どうしようかというところで、結果的には警察も解剖が

必要ないということで消えた例が、ここにあがってこな

い形で２例ぐらいあるんですけれども。そういったもの
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でひとつの歯止めにはなるということで、どうしても必

要なものは当然、警察が入りますけれども、そのへんの

ところで実際、法律が変わらなくても運用のなかででき

る部分、とくに立件までいくような事例はひとつあるん

ですけれども、実際にはそこに行かないで、最終的に立

件されない例で、司法解剖をやってそこで２、３年とま

ってしまうという例が、今後、いちばん減らさなければ

だめな目標だと思うので、それを減らす算段ということ

でこの存在は大事なので、そういう面でどうかなと。 

 それからもうひとつは、やはり地域によってかなりい

ままでのノウハウが蓄積されているので、それをもう少

しフルに吸い上げていただくような形で、企画部会はこ

れでいいと思いますけれども、そこに地域代表を１人ぐ

らいになると思いますけれども、そこの１人のところに、

意見が全地域がわかるような形ということで、具体的に

は地域代表の連絡会議みたいなものを定期的に開いてい

ただく。場合によっては、この運営委員会の前に地域連

絡委員会みたいなものをやるか、もしくは調整看護師も

加わった形でやるか、何かそういうところでいままでの

経験を、これはやっぱり我々もよその地域を具体的にわ

からないもので、それがある程度わかると、じゃあこう

いうことでということで、意外と次のアイデアも出てく

るかなと思います。 

 そういう面で、ちょっとそのへんの地域の部分を何と

かということと、もうひとつ、実際いま先が見えないと

いうことで、いま調整看護師が週2日という非常勤体制

になって、実際に他の仕事と兼務してもらって残したん

ですけれども、そうすると何年先続くかわからないとい

うことで不安な面と、もうひとつは実際に仕事が来たと

きに、いまの仕事に支障がどうしても出るのは目に見え

ていますので、その不安がひとつあると。そういう面で、

できればゼロか、逆にフルタイムかぐらいの決断でやる

のもひとつの手かなと思うし、非常勤２日というのは、

長い目で見るとかなりきついなというところがあります。

そういう面で、さっき言いましたように、地域代表の連

絡会議的なものをこの作業と平行してやって、その声を

企画部会で練っていただくのが実際的にはいいかなと思

います。 

 

黒田委員 さっき清水先生もおっしゃられたことで、い

ちばん大事で、私もずっと申し上げておりますけれども、

なんで 10 地域で止めているのかという理由がどうして

も理解できません。ですから、やっぱり全国展開すると

いうふうにある程度の決意をもって示さないと、高本先

生がおっしゃった、警察の理解も、10地域以外のところ

の警察はほとんど内容を理解されていないんですよ。そ

うすると、結局ぜんぶ司法に回るか、やらないかという

ことだけで終わってしまう。僕も、たとえば病理学会の

なかで説明しますけれども、モデル事業をやってる 10

地域以外の人は、「はあ、そうか」と思って単に聞いてい

るだけですよね。 

 それではやっぱりいけないので、実際に全国展開して

みると、そこでまた新たな問題点が浮き彫りになってく

ると思うんですよね。ですから、早く全国展開をするこ

とです。どうしていま10地域で止めているのかというの

が、未だに理解できていないので、ここはやっぱりせっ

かくこういう形でやっていくなら、全国展開してみて、

それで、「この都道府県ではできませんよ」というお答え

が返って来たら、そこでまた考えるということになるで

しょうけれども、少なくとも私どもの学会のなかでも、

「じゃあ、うちの都道府県はどうしたらいいんですか」

というご質問があっても、今の状況では私らはお答えの

しようがないのです。 

 それをまず前提にしてやるということは、国民への周

知が１点、それから、ここへ参加している学会のなかで

の周知もなかなか温度差があって、一定ではない。それ

から、最も大事なのは高本先生がおっしゃったように、

10 地域以外のところでは警察はほとんど何もわかって

いないという、この大きな現実がありますから、これは

やっぱり示してあげることです。愛知も長くやっており

ますが、愛知では基本的には警察の方は、「これはもうモ

デル事業」と言ってくださいますので、そこらへんもま

たやり始めてから数年という時間がいりますよね。私は

やっぱり、そういう意味での時間というスパンを考える

と、早期の全国展開というのがいちばん大事ではないか

と思います。 

 

樋口座長 他には、いかがでしょうか。 

 

後委員 いままでのお話をなぞるような話で恐縮ですけ

れども、とても重装備で完璧なものをつくって、スター

トするために長く議論をするのか、それとも小さく生ん

で、その次にそれをいかに改良するかという議論をする

局面に移るのかという、違いがあるのではないかと思い

ます。私は、これまで８年、たくさんの有識者の方が議

論をたくさん出されましたので、ここらへんで、本当に

いまの時点で実現するものを、まず生み出すということ

に注力してはどうかなと思うんですね。そのときに誕生

した制度は、ひょっとしたら見た目がよくなかったり、

機能が足りなかったりすることで、いろいろ批判も受け

ると思いますけれども、それは耐えていくしかないと思

うんですね。そうすると、次の改良の局面に議論を移す

ことができるのではないかと思います。私は、ぜひそう

いうふうに向かって、制度が誕生する姿をここの関係者
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の方々が数年以内に目撃するということになって欲しい

と思います。 

 

加藤委員 企画部会を設置するということで、基本的に

私はいいのではないかと思いながら最初、聞いていたん

ですけれども。結果、時間的なものとか、松本先生の来

年度の予算要求だとか、あるいは今後の各地の調整看護

師の身分の問題とか、いろんなことに影響してくるとい

うことで、ある程度早くにということであれば、きょう

もあと30分を切ってしまってるわけですよね。議論をあ

る程度、集中的にやるのには、２時間というのはちょっ

と厳しいなと思うわけです。きょうは30人の会議体です

けれども、これで14～15名の企画部会をつくって云々と

いうイメージで、そこで揉んで、そしてまたこちらに上

がってきて議論してという、端的にここで集中的な議論

をいっぺん、２日連続とかね。要するに、とてもそれぞ

れの調整が難しいのだけれども、半日とか１日とかぐら

いの時間をまとまってディスカッションをするようなこ

とで、６月までにというのは無理としても、かなり早く

に方向なり何なりの議論をして、厚生労働省の検討部会

とかそういうところへも反映させていくぐらいの、そう

いうリーダーシップをこの運営委員会のほうでやってみ

てはどうなのかなという気が、ちょっとしてきたんです

けどね。そういうことが可能かどうかわかりませんけれ

ども、早い時期にしっかりと論点を事務局のほうで整理

していただいた上で集中審議ということを、しんどいけ

どやりませんかという提案です。 

 

富野委員 いちばん重要なのは（１）ですけれども、こ

れにつきましては、これまで大綱案もありますし、医師

会の案もあります。それから、各地域で行ってきた実績

があります。それをまとめた上で、Ａ案、Ｂ案ぐらいの

たたき台をまずつくるということは可能だと思うんです

ね。ところが、２番目になりますと、10地域を全国展開

すると、どの県でもできるような形にすると、そこにい

ままでの 10 地域と同じようなメンバーリングはできる

のかどうか。いわゆる人材ですね。病理も法医も放射線

もという、そういうメンバーが各所にぜんぶできて、そ

してそれに対する、高久先生が言われたように予算がど

のような形でついていくのかが、その次についてくると

思いますので。ですから、１番はある程度、机上の案と

して何案か出すことは可能でしょうけれども、２番の拡

大と組織化ということに関しては、これはただ「やるよ。

拡大するよ」というだけでは無理なので、そこにどうい

う人たちがいて、ぜんぶラインナップして、そして 10

チームと同じようなものが組めるのかどうか。そして、

そこに協力していただけるのかどうかということが、次

の問題になると思います。 

 

清水委員 先ほどから全国展開と言っているのは、この

モデル事業を同じような形で全国展開はできないという

前提で、私は申しました。そうすると、このモデル事業

をチェンジしながら全国展開していくようなものにして

いく。たとえば法医の先生がいない地域もありますし、

予算的にもとうていできない地域もある。ですから、そ

ういうなかでできる事業として、だんだんこの第三者が

入った事業が続けられるという方向に持っていかないと、

いまのまったくこの形のモデル事業だったら、予算的に

ももう１カ所か２カ所つくったら、何もできなくなって

しまうという形でしょうから、それは無理だと。 

 それで今回、全国医学部長病院長会議の会長が入られ

ますし、この前から日本医師会が入っています。そうい

う全国組織を持っている人たちがここに入られましたの

で、ぜひそういう人たちのなかでこの事業を広げるとい

う形にすると、全国展開がしやすくなるのではないかと

私は思います。学会といっても、モデル事業があるとこ

ろの学会員しか関係ありませんからね。87学会入っても、

自分のところにモデル事業がなかったら、まったく関係

がないわけですから。ですから、全国組織を持ってる人

たちがここに入って、企画部会のなかで全国展開を考え

ていただいたら、なおいいのではないかと思います。医

師会とか医学部長病院長会議の方ですよね。 

 

高久代表理事 私も、最初に規模と予算ということを申

し上げましたけれども、やはり基本的には47の都道府県

にないとおかしいと思うんですね。そうすると、47都道

府県に大学は必ずありますから、その大学と行政とうま

くペアをつくって、そして47に作っていく必要があるの

ではないかと思います。ですから、そのなかで学会が、

医師会も当然インボルブしてもらわなければなりません

から、どんどん広げていったときに学会がどういう形で

インボルブしていただくかについては、私はやっぱり大

学の協力をどうしても得なければなりませんし、学会は

ほとんどの人は大学に入っているから、そういう大学を

介して、あるいは地域を介して、学会の方も協力してい

ただくという形のほうがいいかもしれないですね。 

 さっきおっしゃったように、モデル事業と同じことは

47都道府県ではできないと思いますけれども、できる範

囲のことを全国的に広げていかないと、いつまでたって

もモデル事業では実現性がないと思うんですね。 

 

黒田委員 私も、いま高久先生おっしゃったように、全

国展開するんですが、それぞれのいま10地域にあるよう

な体制の事務局が、全ての都道府県になきゃいかんとい
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うことはないと思うんですね。ですから、せっかく 10

まで来たんですから、ある程度の地域性とかブロック性

とかを鑑みて、10であれば各々が４か５かを面倒みれば

いいんですよね。そういうことで、事務局機能はある程

度のそういうところに持ってもらっては如何でしょうか。

私どももやれと言われれば東海４県まではできると思っ

ています。そういう感じで広げていくと、確実にいま全

国の都道府県に医学部はあるわけですから、現場として

はそこで対応していただくという形でいかないと、また

全て重装備の事務局を全国都道府県につくるというのは、

非現実的だと思います。 

 

高久代表理事 ブロック単位でいいかもしれませんです

ね。 

 

山口委員 おそらくそういうことは、厚生労働省の会議

に出ている先生方はやっぱりわからない話なんですよ。

こういう現場でやられている人が、いまのような重装備

のやつを47都道府県に置くのは非現実的だという話は、

「第三者機関があったほうがいい」というところでの話

は皆さん一致しますけれども、そのイメージしている第

三者機関は、やっぱり各自いろいろ違うわけですよね。 

 だから、そのへんの具体的な提案ができるとすればこ

こからしかない話なので、本当にブロック制でやるとす

れば、それぞれの各県の扱いはどうするか、各県に置く

とすればどういうあり方があり得るか。いまの重装備だ

というのであれば、それは軽くした場合にはどうか。院

内の事故調査委員会にしろ、外の調査委員会にしろ、大

学にお願いするのはどういうのが望ましいというふうに、

いままでの経験からすると言えるのか。あるいは、診療

所で起こった事例についてはどこでやったら、医師会は

どういう役割をしていただくことが望まれるということ

は、これまでやられている皆さんの現場での話をまとめ

て出していかないと。一言で「第三者機関」という言葉

だけは通用していますけれども、皆さん具体的なイメー

ジは、実際的な感覚はないと思うので、むしろそれこそ

はここから出して、そうするとある程度、実際にできる

第三者機関のあり様というものが目鼻がつくと思います。

そうすると全体の青写真のなかでどう位置づけるかとい

う点も、ある程度固まってくる話ではないかなというふ

うに思います。 

 先ほどの警察のお話は重要な話だと思いますけれども、

それをどうするかはちょっと、ここでそれも含めた検討

を始めるとそこまでは難しいと思いますから、第三者機

関はやるとすればどういうことがより現実的で、より具

体的かというところに留めて、下から出していくという

格好がいちばんいいのかなというふうに思うんですけれ

ども。 

 

樋口座長 時間の関係もあるので、この企画部会の話は

ここまでにして、加藤さんのご意見もありましたけれど

も、一応、理事会で企画部会を立ち上げるところまでは

決まっているということなので、何らかの形で早急に企

画部会を立ち上げて、まず運営委員会との間の関係を密

にしながら、できるだけ早期にとにかく案を、Ａ案、Ｂ

案でもいいからとにかく作り上げて、前へ進めるような

形にすることにしたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。 

 議題２は、その他ということですけれども、これは事

務局のほうから説明していただけますか。 

 

原事務局長 資料４をご覧ください。いままで、ご遺族

等への追跡調査ということで厚労科研でやっておりまし

た。それと似たようなアンケートを、やはり実施してみ

たいと。これは、この機構のやっている事業の質の向上

と、今後の制度改善のためということで、アンケートを

実施したいということであります。 

 ２番にタイムスケジュールが書いてありますが、だい

たい４月中旬ぐらいに回収したいというふうに思ってい

ます。それから、３番に調査対象が書いてありますが、

遺族、それから依頼医療機関の従事者、それからモデル

事業の協力者と、大きくこの３つの方面に調査をお願い

したいというふうに考えております。それから４番に、

「調査内容・方法の検討について」ということでありま

すけれども、２）のところに書いてありますように、３

人の先生に加わっていただいて、このアンケートの調査

票を検討していただきました。 

 ５番に、「調査方法」というのが書いてありますけれど

も、実際にアンケートの未定稿と書いてある別冊を見て

いただくとわかりますけれども、１）に調査の内容では、

無記名で選択、あるいは自由記述のところがあったり、

ここに書いてあるような方法でやるということです。以

前からこういう調査を、とくにご遺族にお願いした場合

に無回答ということがかなりの頻度でありましたので、

今回は、５の４）のところに書いてありますように、調

査票を配布した２週間後に、一応電話の連絡をさせてい

ただいて、もし返事がなかった場合には再度の協力をお

願いしたいというふうに考えております。 

 ２枚目のところには、実際の調査の内容が書いてあり

ます。それから３ページ目、４ページ目も調査の内容と

いうことです。 

 そして、資料４の別冊、未定稿で、ここに実際のアン

ケート票があります。これをいま見ていただくのはとて

も時間がないと思いますので、ぜひお帰りになったら見
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ていただいて、ご意見をいただけると幸いです。できれ

ば、１週間ぐらいでご意見をいただけると直すことがで

きるかと思います。これがアンケート調査に関してです。 

 それから、資料５です。「診療行為に関連した死亡の調

査分析モデル事業に係る評価貢献に対する対応につい

て」と。ちょっと難しい言葉が書いてありますが、いま

までせっかく各学会の先生方がこの調査、あるいは評価

に加わっていただいても、それがその先生の実績、ある

いは学会のなかで評価されないというお話がありました

ので、ぜひ機構としては、そこを何とか公にもしていき

たいし、各先生にも何かおあげしたいということで、こ

ういうことを考えたということであります。 

 「現状」のところに書いてありますが、平成22年度は

255 名の先生方に評価委員として委嘱状を発行しました。

次の「評価貢献の実績に対する対応」というところに入

りますが、まず１）ですけれども、「評価委員証明証」と

いうのを発行しようと。そして、ついでにしっかりとデ

ータベースに登録していきたいと。それから２）、その登

録した内容を、年度の終わりには各学会に報告したいと

いうことであります。それから、この場合は各委員の同

意を必ず得てから報告すると。それから３番目に、私た

ちの機構のホームページに、氏名と所属学会を掲載、そ

の際は、評価した事例が特定できないように配慮して、

各委員の同意も得た上で掲載していきたいと考えており

ます。 

 次に、たとえばこういう証明証ということで図があり

ますけれども、こういうものを作っていきたいと。上に

は、系統的な番号を振っていくというふうに考えており

ます。それが資料５であります。 

 それから、資料６ですけれども、調整看護師さんたち

が年に何回か会議を開いているわけですけれども、そこ

からあがってきた提案ということで、「１）評価委員会の

構成メンバーについて」ということですが、評価委員会

の構成メンバーのなかに、医療安全の専門家がときに入

っていない場合があると、系統だった評価ができない場

合もあるようだということなので、ぜひそういう面で構

成メンバーを考えてもらいたいということだそうです。 

 それから２番に、再発防止の提言というのがどのよう

に役立ったかを、ぜひ知りたいと。これは、今回の病院

に対するアンケート調査のなかに、この項目は含めるよ

うにいたしましたけれども、やはりご遺族のなかには、

「再発防止の提言が出されたけれども、それが実際どれ

ぐらい行われて、どういう効果があったのかを示して欲

しい」というようなご意見もあるようですので、ぜひこ

れはやっていきたいと。例えばで書いてありますけれど

も、「報告書交付１年を目処に、再発防止策の実施状況に

ついて書面による報告をしていただくような流れをつく

っていったらどうか」というふうに考えております。 

 それから、３）ですけれども、ご遺体の搬送費を機構

が払うことに関する、上限の設定ということであります。

これが、だんだん地域の拡大ということも関係してくる

かもしれませんが、ご遺体を搬送するのに非常に長距離

になったりすると、金額がはってくる場合があると。そ

れをぜんぶ機構が持っているとかなり負担になるという

ことで、できたら機構としては、ある程度、上限を決め

られないかという考えがあるわけですけれども、ぜひこ

のへんに関しては皆さんのご意見もお伺いしたいと思う

提案であります。以上です。 

 

樋口座長 その他事項、３点についていまご説明があり

ましたが、どの点についても、何かコメントをいただけ

ればと思いますけれども。 

 

高本委員 搬送費の上限を設けるというのは、その後は

遺族が払うんですか？ 

 

原事務局長 病院と遺族で話し合っていただくと。最初

からそういうことでお受けすることにしたいと思うんで

すけれども。 

 だいたい、上限はいくらぐらいで考えているんでした

っけ？ 

 

事務局 ５～６万円を想定しています。 

 

原事務局長 高いのは、いくらぐらいのがあったんです

か。 

 

事務局 15万円を越えるものもありました。 

 

原事務局長 これから地域が拡大されていくと、そうい

うことが多くなるかもしれないですね。 

 

高本委員 依頼する病院にとっては、ほとんど負担がな

いわけですよね。僕は前からこれ、解剖もしていただい

て報告書ももらうと。その報告書もただでもらうと。そ

の報告会に行く旅費ぐらいなものですよ。僕も院長をし

ていますけれども、これは病院にとってはこんないい話

はなくて、どこか何かに調査を頼むと、それなりのお金

がいるわけですよね。50 万とか 100 万とか。ですから、

これだけ全国展開しようと思うとお金もいりますから、

そういう病院からある程度――いくらがいいのかはこれ

から議論したらいいと思いますけれども、取ったほうが

いいのではないかと。とにかくあの報告書は、弁護士さ

ん、いかがですか。 
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加藤委員 この調査をしていただいて、評価委員会でレ

ポートをある程度まとめるのには、それなりのコストが

かかっている。そのコストを病院が負担をするとなって

いったときの、その有料化的な場合の若干の懸念は、要

するにお金の面のつながりの面がどういう影響を与える

のか、どういうふうに見えるのか。そのへんは少し配慮

しておいて、要するに基金とか全体的なプールをしてい

ただいて、そこから回ってくるような形の、そのくらい

のデリカシーは持って欲しいなという感じがします。だ

から、地域がとくにそれで負担するという形なのか、中

央の全体的な予算のなかに組み入れるような形をとりな

がら、いったほうがよりいいのではないかなという気は

していますけれども。基本的には、なにがしかの負担を

していただくということはあって然るべきだとは、私は

思っておりますけれども。 

 

黒田委員 前回も申し上げましたが、もうここまで来て

いるので、少なくとも解剖にかかる経費は当然、病院が

支払うべきだと思うんですよ。それを前提にいかないと、

いま高本先生がおっしゃったように、すべて無料でとい

ったら、これはもうおかしな話で、少なくとも解剖にか

かる経費というのは、ほとんど皆さんも均一化していい

わけで、病理学会で算出している25万円というのを基盤

にどこもやっていると思いますけれども、それはやっぱ

り支払っていただくべきです。協働型になった場合、当

然そこでやりますから、病院の本来の形でやりますので、

そこをしっかりともうモデルではないような条件に、い

まからしていこうというところに来ているわけですから、

解剖に関する経費は僕は原則、病院が支払うというふう

にしたほうがいいと思いますよ。 

 

居石委員 いまの、全体の経費をというのは難しいかも

しれませんけれども、ぜひ受益者的な発想からお支払い

いただくように、もう早々にご検討いただければと思い

ます。これが１点でありますが、ただひとつご配慮いた

だきたいのは、いま加藤先生がおっしゃっていただいた、

別口に一度入れておいてと。それが非常にありがたいか

なと。いま思いましたのは、先ほどの観点ともうひとつ、

小規模の医療機関がございます。非常に少ないようでご

ざいますけれども、この事業の現在の問題点のひとつだ

とも思いますが、小型の、小規模医療機関からの申請が

とても難しい状況です。そこにプラスアルファ、経費全

面といったことになると大変なことになります。いまご

提案いただいた、別口のところに一回プールしておいて

そこからというのは、非常に二重にありがたいと思いま

す。 

 

樋口座長 ほぼ時間になりましたので、きょうはここま

でとしたいと思いますが、よろしいですか。 

 それでは、第４回の運営委員会はここまでにいたしま

す。どうもありがとうございました。 

 

黒田委員 最後に確認だけいいですか。先ほどの委員の

依頼というのは、もうすぐに各学会に来るわけですね。 

 

原事務局長 そうですね、なるべく早く。 

 

黒田委員 運営委員以外とか、そういうような但し書き

がついているんですか。 

 

原事務局長 私たちは、メンバーの半分ぐらいが関係者

で、半分ぐらいはいままで関係していない方も入れてと

いうふうに、考えておりましたけれども。 

 

樋口座長 すみません、あと新規事例についてというこ

とですね。ちょっと説明を伺いましょうか。傍聴の方に

は出ていただいてということになります。 

 

                     （以上） 


